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令和８年７月27日
諸外国における犯罪被害者等施策の調査・
分析に関する研究会（第３回）



Ⅰ 実地調査の目的

上記の項目を共通目的としつつ、訪問する国に応じて訪問先や調査項目を調整する

① 犯罪被害者等施策（経済的支援に限らない）の主体・財源の把握
(1) 犯罪被害者等支援を担う行政機関の組織体制（予算規模、人員数等）
(2) 各行政機関・団体が行う犯罪被害者等施策の概要
(3) 犯罪被害者等施策に係る予算・財源
(4) 各行政機関・団体の役割分担や連携の状況 等

② 犯罪被害者等に対する経済的支援施策の把握
(1) 給付額の具体的な算定方法
(2) 民事の損害賠償と経済的支援施策との関連 等

③ 加害者に対する求償権行使の在り方の把握
(1) ②の制度により行政機関が取得した求償権の行使の主体
(2) (1)の組織体制（予算規模、人員数等）
(3) 求償の流れ、利用可能な手段
(4) 求償実績 等

④ 民間支援団体の活動状況等の把握
(1) 組織体制（予算規模、人員数等）
(2) 組織の財源、財政状況
(3) 活動内容
(4) ①の機関との連携の在り方 等

⑤ 関連制度の把握
(1) 民事の損害賠償の回収を行う主体、回収状況（③に関連）
(2) 社会保障制度 等
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① 実地調査対象国

Ⅱ．実地調査対象国等

② 訪問先

(1) 北欧（スウェーデン、ノルウェー） 訪問時期：9月上旬～中旬
(2) 欧州（イギリス、フランス、ドイツ） 訪問時期：10月中

(1) 犯罪被害者等に対する経済的支援制度の裁定等を行う機関
(2) 加害者に対する求償等を行う機関
(3) その他犯罪被害者等施策の所管行政庁・関連施策（社会保障制度を含む）の
担当行政庁等

(4) 民間支援団体
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